
事 務 連 絡

平 成 2 7 年 ２ 月 2 7 日

各地方農政局農村計画部土地改良管理課長 殿

農村振興局整備部土地改良企画課

課長補佐（土地改良事業指導班担当）

区画整理事業に附帯して施行する農用地造成工事について

このことについて、地方分権改革に係る「平成26年の地方からの提案等に関する対応

方針」が別紙のとおり平成27年１月30日に閣議決定されたところである（６ 義務付け

・枠付けの見直し等【農林水産省 （15）農業生産基盤整備事業（区画整理事業 。】 ））

この閣議決定事項は 「土地改良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という ）第、 。

２条第２項第２号に基づき行う区画整理事業に附帯して施行する農用地の造成の工事

「 」 。） 、 、 、(以下 農用地造成工事 という については 現地の地形 土地利用状況等を勘案し

土地改良事業計画の妥当性が確保される場合は、事業実施主体において、農用地造成工

事の面積割合を設定することが可能である 」との趣旨であり、貴職におかれてはその。

内容について御了知されるとともに、関係都府県にもその旨周知願いたい。

なお、提案の背景及び留意事項については、下記のとおりであるので、併せて御了知

願いたい。

記

１ 提案の背景等

提案団体からの提案は、農用地造成工事につき、実務者向きに刊行されている出

版物（農業農村整備事業計画作成便覧、経営体育成基盤整備事業便覧）に記載され

ている面積割合（30％）を限度とする運用の改正を求めるものである。

なお、当該事項は、法令又は通知に規定されているものではなく、あくまで実務

者向きに刊行されている出版物において運用上のいわば目安として記載されている

ものである。

２ 留意事項

農用地造成工事は、法第２条第２項第３号に基づく農用地造成事業が関係権利者

の全員同意が必要とされているものとは異なり、一定地域内の関係権利者の３分の

２以上の同意があれば実施が可能となり、農用地造成について全員同意の例外とし

て取り扱われることを踏まえ、関係権利者の権利・利益を侵害しないことに留意す

ること。



（別紙）
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